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ウクライナ緊急人道支援について

現在、ウクライナでの紛争では民間人を含めた犠牲者や、多くの方々が国外への避難を余儀なくされるなど、深
刻な人道的危機に直面しています。
花巻市では、日本赤十字社「ウクライナ人道危機救援金」への寄附について、令和４年３月８日から令和４年９

月３０日（※）まで本庁舎の総合案内や市役所新館の地域福祉課窓口、各総合支所市民サービス課窓口の募金箱に
おいて募っているほか、令和４年３月２８日から令和４年８月３１日までイーハトーブ花巻応援寄附金（ふるさと
納税）による同救援金への寄附を募っているところです。
更に、国外への非難を余儀なくされているウクライナの方々を支援するため、ウクライナから日本への避難民を

花巻市が受け入れることについて、出入国在留管理庁へ届け出をいたしました。

※令和４年４月２１日付で日本赤十字社岩手県支部から連絡があり、「ウクライナ人道危機救援金」の寄附の受付期間が令和４年
５月３１日から令和４年９月３０日まで延長されましたことから、花巻市の窓口受付も併せて延長し、ふるさと納税による寄附
受付についても、令和４年８月３１日まで延長いたしました。
（ふるさと納税による寄附については、事務処理の都合上、受付期限を早めております）

１．ウクライナ人道危機救援金への寄付について（寄付額及び日本赤十字社への送金等）

▶窓口受付分については週ごとにとりまとめの上で、毎週送金しております。

▶ふるさと納税受付分については、寄附者様の意向を確実に反映させるため、各ポータルサイトからの決済情報の
取込み確認や、寄附者様への寄附金受領証明書・ワンストップ特例申請書の発送等の事務処理などが完了した上
での送金としておりますことから、令和４年３月受付分を令和４年４月２５日に送金しております。

▶「窓口受付分」については、今後も毎週日本赤十字社へ送金いたします。４月１日以降にお預かりした「ふるさ
と納税受付分」については、４月２８日に開催される第２回花巻市議会臨時会において、補正予算の議決をいた
だいた上で、上記の事務処理が完了後、２週間に１回程度のペースで日本赤十字社に送金します。

皆さまからお寄せいただきました寄附は、ウクライナ紛争犠牲者への物資の支援、医療や保健、子どもの保護な
ど人道支援やウクライナからの避難民を受け入れる周辺国とその他の国々における救援活動を支援するための支援
金として活用されます。
たくさんのご寄附を頂戴しておりますこと、心から感謝申し上げます。

担当
窓口寄付について ：健康福祉部地域福祉課 ２４－２１１１内線５９２
ふるさと納税について：地域振興部定住推進課 ２４－２１１１内線４７１

（単位：円）

窓口・ふるさと納税の別

①お預かりした

寄附額

(令和4年4月22日現在)

②　①のうち

日本赤十字社への

送金済額

①-②

960,294

(令和4年4月24日までの

送金分)

292,000

(令和4年3月受付分を令

和4年4月25日に送金)

合　計 4,332,494 1,252,294 3,080,200

本庁舎の総合案内や市役所新館の地

域福祉課窓口、各総合支所市民サー

ビス課の窓口受付分

イーハトーブ花巻応援寄附金

（ふるさと納税）受付分

960,494

3,372,000

200

3,080,000
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２．ウクライナ避難民の受け入れについて

現在、ウクライナから日本への避難民のうちほとんどの方は、ご家族や知人を頼って来日した身元引受人のある
方ですが、それ以外の方については、国が受け入れ可能な自治体とのマッチングを行い協力自治体へ引継ぐものと
されております。
そこで、花巻市では、ウクライナから日本への避難民を受け入れることについて、出入国在留管理庁へ本日、下

記のとおり届け出をいたしました。

【想定している支援内容】

（１）住宅支援
避難者の来花時には、一時的に市内の温泉・ホテル等と連携して受け入れを行うこととし、宿泊事業者等
と調整します。その後、避難者の希望を伺いながら、市営住宅への入居を進めます。

（２）生活費支援
ウクライナからの避難民に対する、政府ないし日本財団による「一時金」や「生活費」等の支援内容と調
整しつつ、交通費等の必要な支援を検討します。

（３）語学・通訳支援
市国際交流協会との連携により、日本語教室や言語支援ボランティアによる生活サポート等も検討してま

いります。なお、市内にはウクライナ語話者はおりませんが、広く県内へ呼びかけ、ボランティアでご協力
いただける方を募ります。

【その他】
上記支援のために必要な予算は、国の支援内容等を見ながら、補正予算等で対応します。
また、上記支援内容は、政府および岩手県によるウクライナからの避難民に対する支援方策の今後の動向を注

視し、適宜内容を調整して実施する予定です。

《参考》
市内：ウクライナ国籍０人
県内：ウクライナ国籍４人（R3.12 月時点）

担当 総合政策部防災危機管理課 ２４－２１１１内線４８１
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